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令和４年５月２７日 

 

焼津市議会議長 池 谷  和 正 様 

 

焼津市議会:市民派議員団 

報告書文責：岡 田 光 正 

 

下記のとおり、視察を行いましたのでその結果をご報告いたします。 

 

１．期   間：令和 4年 5月 19日（木）～ 20日（金） 

２．視察先：北海道旭川市・札幌市 

３．参加者：太田浩三郎・青島悦世・杉﨑辰行・岡田光正 (４議員） 

４．視察の概要（調査事項） 

（１）旭川市 

  農福連携事業について 

   繁忙期などにおける労働力不足が課題にある「農業」と、障害のある方など

の就業機会の確保や収入の増加等を目指す「福祉」が連携し、それぞれの課題

解決につなげる取り組みであるが、行政がどのように絡んでいるのか。   

障害者が働きやすい環境の整備と専⾨⼈材の育成についてはどう考えていく

のが良いのか等を研究する目的で訪問。 

（２）札幌市 

  食育推進計画について 

我が焼津市でも「健康いきいきプラン」の中で同様の推進事業を行ってはいる

ものの、市民に対する浸透度が薄い感じがあり、札幌市での取り組みの工夫を

知り今後の推進計画の参考とする目的で訪問。 
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５． 視察内容 
５月１９日（木） 

旭川市：【農福連携について】  

説明者：農政部農政課経営支援係 係長 小松義尊 様 

Ⅰ．旭川市の概要  

旭川市は北海道内最大の盆地となる上川盆地にあり、石狩川、牛朱別川、忠 

別川、美瑛川などの河川合流部に位置している。市西部に幌内山地、天塩山 

地、嵐山丘陵が南北に連なっており、石狩川は幌内山地を侵食して神居古潭 

渓谷を形成している。 

旭川にゆかりのある文学者や芸術家も多く、市内各所に野外彫刻作品が置かれ

ているほか（旭川の野外彫刻）旭川家具をはじめとした木工業が盛んである。

食では旭川ラーメンなどが全国的に有名である。 

総面積 747.66 ㎢ 人口 329,822 人（３年 4月） 

 

Ⅱ．調査項目(農福連携事業) 

 １．農福連携のコンセプトとは 

「農業」と「福祉」の連携の取り組みは、障がい者が農業分野で活躍するこ

とを通じ自信や生きがいを持って社会参加を実現していく取り組みである。 

農福連携に取り組むことで、障がい者の就労や生きがいづくりの場を生み出

すだけではなく担い手不足や高齢化が進む農業分野において新たな働き手

につながる可能性がある。また農福連携は新しい事業や地域コミュニティー

を育みその可能性の幅を広げる事を目的に、農水省が提唱した施策であり、

旭川市農政部においても，農業労働力確保対策の一つとして，関係部局と協

力しながら農福連携の取組を進めているところである。 

 



3 

 

２．農福連携の取り組みについて 

旭川市は、地域における障害者等への支援体制の整備について協議を行う旭

川市自立支援協議会（以下、協議会）の就労部会と協力し、農福連携に関心

があった市内の花き生産者と障害者のマッチングを実施。農作業の試験的な

委託を実施した。 

きっかけは、生産者から同市の農業振興課に対し、農福連携の提案があった

こと。そこで生産者と農業振興課に加えて、障害福祉課および協議会就労部

会が協議を行い、委託したい農作業の内容や時期、就労環境、請負条件等に

ついて確認し、実施に向けた準備を進めた。 

協議会就労部会では市内の福祉事業所に協力を呼びかけ、軽作業などの就労

訓練を行う福祉サービスを提供する勤労継続支援 B型事業所がパートナー

となることが決定。同事業所の職員と利用者が実際に農作業を体験し、生産

者がその様子を見た上で実施の可否や具体的な請負内容を決定することに

した。 

その結果、夏から秋にかけて花き・野菜の栽培管理や収穫作業、冬は寒締め

ホウレンソウの袋詰め作業等に従事してもらうことが決定した。 

農業経営体と障害者就労施設等のニーズをマッチングする仕組みに関して 

は 13農協＋社会福祉協議会＋６区の町を加えた協議会を行っている７つの 

専門部会の中の就農部会（月１回の定例会開催）が市内農家等とのマッチン 

グ支援を行っている。 

福祉事業所の利用者が施設外就労を行う場合、「利用者○人に対し作業指導

員 1人以上を配置する」 等の制度上の基準がある。旭川市の事例では、そ

の日によって作業する利用者が入れ替わるなどしたが、作業指導員はほぼ同

じ人に固定したことから、生産者との作業内容のやり取りは円滑に運び、福

祉事業所利用者の農作業に対する理解度も向上していった。 

「だいたい」「適当に」等のあいまいな表現ではなく、「○個」「○回」のよ

うに数字で示したり、道具に目安となる印をつける等、農業初心者でも具体

的かつ視覚的に指示を理解しやすい工夫も行ったそうである。 

 

3.現状評価と今後の課題について 

当初はどれぐらいの効果があるのか見当が付かなかったが、実際に農福連携 

に取り組むと、考えていたより作業効率が良くなった。今後も農福連携は有

用なので継続していきたい。といった声が聞こえる事業所もあれば、冬場の

作業がなく、障害者にできる仕事の切り出しに苦労するといった状況もある。 

現在、農福連携へ市の予算は０、冬場の対応について個人の農家では難しい

ので、農協がモデル的に研究し実施してくれる。 
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・事例集からマニュアルが作れないか。 

・障害者に指導するスキルを持った農業センター等で施設の方を教えること

はできないか. 

・取り組みを拡げるために物品の補助、技術指導員に対して予算がつけられ

ないか。 

・要望あれば協議会を通じてマッチングのシステム化したアプリなどを考え

ていく。等の提案がされたようである。 

 

Ⅲ.所感と今後の参考事項  

 国・道が奨励しているとは言え、市民からの声に素早く対応し、農福連携

の手法や問題点を調査している。 

これと同時に、福祉側の就労派遣についても「旭川市自立支援協議会」に市

が連絡し協議会の「就労部会」に図っている。 

これらは、市が窓口となり、責任を持って間に入り、相談者・福祉就労支

援・市の三者で速やかに協議していることは、実践に結びつけるための積

極姿勢が伺え、市民重視の姿勢であると理解した。 

市の対応部署を明確にし、関係部署との協力が速やかで、問題点等につい

ても情報共有がされ、協議もされている事。 

農政部において、農業労働力確保対策の一つとして取り組みを進めている

が、素早い部署の明確化で責任感を高めている。 

これは、農業者にとっては信頼と安心となり、農福の相談がしやすくなる

ことで、実践の増加につながると判断する。 

農福連携には、やはり人手不足を補うという考えだけでなく、農業事業者

に、障がい者の福祉にかなりの理解が必要であることがうかがえた。 

 健常者（プロの農家など）が栽培生産した作物と、障がい者生産商品が対

等に、付加価値のあるものとして市場に出る作物の研究が必要で、私たち

の地域では気候等考えても周年で選べて栽培できるメリットがある。 

要するに農家と対等に参画できる。（生産収量には差が出るかもしれませ

ん。）ボランティアで（高齢者の知恵を借りる）参加していただく人に協力

を求める。農地については,行政・JAの協力を求め確保する。特別な人を

指導員として雇うことなく出費をできる限り抑える工夫が必要で、障がい

者に収入が増えて、明日に向かって希望が湧き、食べることに困らない日

常を目指す。（補助金等の心配のない組織に）例えば、露地栽培にして、施

旭川市内における農福連携の取組事例はこち

らから参照ください。 
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設等でお金のかからない取り組みを考えていく必要がある。 

これらの流れがスムーズなことは、風通しがよく縦割りではない行政運営

が行われていると感じた。 

従って、行政が対応する場合でも、福祉担当部署と農業担当部署の横の連

携のみならず、農協、福祉施設等が常に連絡を取り合いよりよい方向を模

索している協議会の部会についてさらなる研究をしてみたい。 

 

５月２０日（木） 

札幌市：【食育推進計画について】  

説明者：札幌市保健所健康企画課 

食育・健康管理担当課長 本間ひとみ 様 

 

 

Ⅰ．調査項目（札幌市の食育推進） 

札幌市では、平成 20年に「札幌市食育推進計画」を策定し、平成 25年に

は計画のさらなる実践を目指し「第 2次札幌市食育推進計画」を平成 30年

からは、「第 3次推進計画」を策定し、食育を推進している。 

我が焼津市でも「健康いきいきプラン」の中で同様の推進事業を行っては

いるものの、市民に対する浸透度が薄い感じがあり、札幌市での取り組み

の工夫を知り、今後の推進計画の参考としたいことから視察を実施した。 

特に、市全体での食育の取組を進めることの為に、どのような工夫をして

いるのかを基本にご説明いただいた。 
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１．基本的取り組み内容について以下を伺いながら説明いただいた。 

 

平成１７年の食育基本法の施行に基づき、平成１９年に「札幌市食育推進会

議条例」を制定し、平成２０年度に「札幌市食育推進計画」（H20年度から

24年度）を策定し、現在「第３次食育推進計画」の最終年度となっており、

その成果や課題を整理し第４次計画を策定している。 
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（１）市民（家庭）に求められる取り組みはいかがか 
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（２）地域（事業者・団体など）に求められる取り組みはどうか  
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（３）行政や健康づくり食生活推進協議会等との連携などはどのようにし

ているのか。 
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（４）全庁的に横の連絡等はどのようにされているのか。 

  札幌市食育推進会議に各部署からの代表者が参加（月１回）している

ため、保健所や学校給食（教育委員会）が中心とはなるが、同じ方向へ

政策が推進できている。 

（５）保育所・幼稚園・学校に求められる取り組みはいかがか。 

  給食を通じて適正な味付けの指導に取り組ませている。 

  栄養教諭間の情報提供による指導法の共有を図っている。 

  子どもへの食の安全に関する正しいマナー（手洗い・うがい等）につ

いて楽しく学ぶ機会を増やし、食育の充実を図っている。 

（「しろくま忍者の手洗いソング！」で楽しく） 

  学校給食の中で、地元でとれた食材を意識して活用、農に触れる機会

を持たせて食の循環を理解し、食に関する感謝の心を育てる。 

  また、伝統的な食文化の普及啓発、保健所や学校給食での行事食や郷

土料理の提供を実施。 

2．今までの推進計画の進捗状況と今後の課題 

 （１）２次計画の達成状況 

   全指標１５項目の評価：目標達成２、改善２、現状維持６、低下４未判

定１であったが。若い世代の朝食をとる人が増加している点は大いに評

価できる。  

（２）今後の推進計画に必要な事は何か。 

  ・高齢者の食に対する対応 

  ・栄養バランスが良く、地産地消、環境配慮の食生活を札幌の食文化とし

て推進していく。
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Ⅱ.所感と今後の参考事項  

平成１７年の食育基本法の施行に基づき、平成１９年に「札幌市食育推進会議

条例」を制定し、平成２０年度に「札幌市食育推進計画」（H20年度から 24年度）

を策定し、現在「第３次食育推進計画」の最終年度となっており、その成果や

課題を整理し第４次計画を策定している。その次期計画の策定過程が厳格であ

ることに感心した。 

計画においてその達成状況を、指標名ごと現状値と目標値そして評価を行い、

次期計画を立てている。評価は当たり前のことだが、全指標１５項目を細部ま

で検討しているので計画の目標が明確である。 

現状と課題の細部分析により、次期計画目標が的を射たものとなっていると思

われる。 

札幌市の食育推進計画は、厚労省と文科省指針に近く健康面を中心に立てられ

ているが、農水省が主眼を置いている部分についても計画に盛り込みたい 

農水省：食の安全→食に関する知識と食を選択する力の育成計画の進捗を分か

り易く広報し、食育推進の浸透を図っている 

・食生活指針ガイドブック「健康さっぽろ２１」 

・高校生のための食生活指針「食べてつくろう未来のジブン」 

・高齢者のための食生活指針「しっかり食べて元気で長生き」 

・災害時における食事ガイド 

・１０食品群チェックシート「さあ、にぎやかにいただく」 

（分かり易く、７日間連続のチェックなので、食傾向を把握しやすく意識付け
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ができる） 

これらのガイドブックを利用し、市民と共に関係機関・団体・企業等と行政が

連携を図っている。 

この連携により、家庭や地域、保育所、幼稚園、学校などで食育が進められて

いる。 

市民の食育活動を支援する食育サポーター制度や、各区に食育推進ネットワー

ク会議が設置され周知の先の実践への広がりを見せている 

食育推進に、子供から高齢者の幅広い対面指導などを目的に食生活改善推進員

協議会（食改さん）を設立している。 

この「食改さん」は、養成講座により資格認定としているが、ボランティアと

して従事している。 

市として、食改さんの働きに期待と感謝をしている札幌市の食育推進事業につ

いては、保健所の健康推進施策とあいまっての札幌市食生活改善推進員協議会

と食育サポート企業の包括的連携協定がスムーズに進んでいる感じが説明者か

ら多いに感じられた。 

 焼津市も来年度には新たに計画を策定していかなければならないが、「健康い

きいきプラン」の継続には、市民に対する浸透度を深めるとともに、部課の枠

を超えて、農産物の地産地消・学校給食の諸問題・高齢者の健康管理等を併行

して考える必要を感ずる。 

私たちもそれぞれの場面で意見具申していきたい。 

以上 

 

 

 

 

 


